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り上げられなが ら活発に展開されてきた。1970年 代中盤以後、多 くの先進国が景気の
低迷とインフレーションに苦 しむ中で、スウェーデンとオース トリアを中心 としたコ
ーポラティズムが福祉国家の危機に対する代案 として注 目が集まったのである。日本
でも1980年 代はじめにコーポラティズム概念が学界の注目を集め、欧米の主要な文献



























ム'と いう規定に対する反論ない し修正を軸に展開された。1980年 代前半は、現実の政治 ・社
会過程 における労働運動の動向を受けての問題提起が続いたが、そこから日本における労働の
コーポラティズム化への問題提起が生 まれた。そして、80年 代後半以降、`労 働のコーポラティ
ズム化'を めぐる賛否論争が代替モデルを含めて本格的に展開されてきた2)。
既存の論議を見ると、多 くの学者は、 日本 をコーポラティズム国家として位置づけているこ
とがわかる。 しかし、問題はコーポラティズムが日本の政治経済的状況のもとで適用可能なの
かどうかということである。社会民主主義イデオロギーを志向すると共に、階級的協同を通じ
て社会経済的 ・政治的民主化 を達成 し、社会福祉 を実現 していくことがコーポラティズムであ










まず、逢見直人は、 日本労働運動が第1次 石油危機 を契機として政策参加 を媒介としたコー
ポラティズム化の動 きを強めてきたと言う。彼は、政策参加と賃金決定についての労働組合の
行動を追 うことによって、今 日の日本における労働組合の参加 によるコーポラティズム化の形
成と現状について詳しく説明 している。特に、1970年 代から1990年 代までの歴史的な区分を通
じて、 日本の労働運動が政策参加を媒介とする労 ・使 ・政の合意形成過程を各々の立場か らよ
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〈説明 している。結論的に彼は、75年 以降の日本の政策推進労組会議、全 日本労働組合協議会、
民間連合 として現在の 日本労働組合総連合会の行動 には`参 加 と協議 というコーポラティズ
ムの流れがあると分析 している3>。
一方、 レーンブルッフ(Lehmbruch.G)は 、政策形成にあたって労働者団体の参加が欠ける
日本を`労 働なきコーポラティズム'と 命名した4)。だが、日本を`労 働なきコーポラティズム'
と見 ることに対 して異論を示 した研究もある。 まず、稲上毅は、1970年 代中盤以降の日本の民
間労組 における政策参加の志向の中にネオ ・コーポラティズムの制度化の傾向を発見 し、それ
を`緩 やかなコーポラティズム'と 捉えている5)。また、辻中豊 も、民間労組の政策参加志向と
併せて、保守政権 自体が労働側を取 り込む動きを見せていることを指摘 し、これを日本の労働
政治におけるコーポラティズム化の動 きと見ている6)。
篠田徹は、 日本の構造特性の解明に向けた焦点領域は、コーポラティズム的なフレームワー
クをもちなが ら、内容的には新自由主義 ・新保守主義 ・新個人主義的な諸要素を一定程度含み
得 る緩やかな性格をもった全体状況の把握及びその新たな性格規定の問題に傾いていると指摘
している。そして、それが民間大企業 レベルでの ミクロ協調の上に形成され、 ここでの特性が
マクロ ・レベルの状況に構造的に媒介 されるメカニズムの解明、そ してそこからの特定の政治
体制モデルでの日本の類型化の模索へ と移 りつつあると指摘 している。ここに至って、篠田徹









と、これまでの既存研究には共通点が見 られる。それは、 日本 をコーポラティズム国家 として





に、レー ンブル ッフは日本を労働者団体の参加が欠ける`労 働 なきコーポラティズム'と 命名
したのだが、コーポラティズムを三者協同体制から出発するものだと見なす際に、`労働 なきコ




レベルにおいて、協調的`国 家 ・労働 ・資本'関 係 として捉 えてお り、メゾ ・コーポラティズ





第2次 世界大戦以降、沈黙を守ってきたコーポラティズム論議が復活 したのは、1970年 第に














る'1)。ここで統合 というのは、競争を協力に繰 り替えることであ り、秩序 とは、市場の無政府
状態を脱皮 して計画 と調整を通 じた安定的な構造を定着させることを意味する。 また、民族主










え て い る が 、 この よ うな変 化 を国 家 役 割 の 変化 か ら探 して い る 。 す な わ ち 、 現 代 の 国家 は そ の
役 割 が 体 制 の 性 格 ま で も超 え て い る な ど、 こ う した 国 家 の新 た な 役 割 を具 体 的 に組 織 化 した の
が い わ ゆ る コ ー ポ ラ テ ィズ ム で あ る と言 う。 こ の 場 合 、 国家 は経 済 の 生 産 過 程 ま で も直 接 指
示 ・統 制 す る機 能 を も行 う。 も ち ろ ん、 資 本 主 義 の 下 で も市 場 制 度 を補 完 す る た め に 国 家 の 経
済 的 介 入 は行 わ れ て い るが 、 コ ー ポ ラ テ ィズ ム の 下 で は 私 的 資 本 の 経 済 的 自 由や 行 為 まで も 国
家 が 指 示 ・指 導 す る こ と に な る。 した が っ て 、 コー ポ ラテ ィズ ムの 下 で の 国家 は 以前 と は異 な
る 経 済 的利 益 か ら相 当 な 自律 性 を もち 、 生 産 者 に 国家 の 意 志 を賦 課 す る こ とが で き る。 す な わ
ち 、 国家 は これ 以 上 支 配 階 級 の道 具 で は な く、 国家 政 策 の 中 に含 ま れ る一 般 意 志 を具 現 させ る
主 体 に な る もの で あ る12)。
2)利 益 代 表 体 系 と して コー ポ ラテ ィズ ム
こ れ は コー ポ ラ テ ィ ズ ム を 、 利 益 が 組 織 化 さ れ 、 また そ の利 益 集 団 が 国 家 と相 互 作 用 す る 利
益 代 表体 系 の 方 式 と して見 る もの で あ る。 コ ー ポ ラ テ ィ ズ ム の理 論 を発 展 ・適用 させ る に あ た
っ て 、 最 も一 般 的 に選 ば れ る接 近 方 法 と して、 社 会 内 で 政 治 ・経 済 的利 益 の 組織 と構 造 、 そ し
て 国 家 に対 す る利 益 関 係 に焦 点 を合 わ せ る方 法 で あ る'3)。この 観 点 は特 に多 元 主 義 の 不 適 切 性
と議 会 主 義 の衰 退 現 象 に注 目 して、 この代 案 的体 制 と して の コー ポ ラテ ィズ ム を論 議 して い る。
代 表 的 な 理論 家 で あ る シュ ミ ッ ター(Schmitter.P)は 、 コ ー ポ ラ テ ィズ ム を多 元 主 義 に 関 す る
定 義 と対 比 しな が ら次 の よ うに 定義 して い る。
"多元主義 とは
、 一つの利益代表体系 である。その構 成 単位 は不特定 な多数の 自発的 ・競争 的 ・非
位階的で あ り、 自己決定的 なカテゴリー として構 成 され る。それは、利益調整や指導者 の選 出におい
て国家 の統制 を受 け入れず、や は り国家 に よって認め られる もので はない。 また各 々のカテゴ リーの
中で も独 占的代 表権が行使可能な ものではない14)。"
"コーポラテ ィズム は、構成単位 が単 一的 ・強制的 ・非競争的 ・位階的序列 をもつ機 能的に分化 さ
れ たカテ ゴリー として構成 される。 これに よって、そ の構 成単位が指導者 の選 出と要求 及び支持の表
明 に対 し、国家に よる統制 を受 け入 れる条件 と して 国家 の承認 を得 た り、各 々のカテゴ リーで構成員
の利益 を代表す る独 占的 な権利 を与 えられ る利益代表体系で ある15)。"
こ の よ うな シ ュ ミ ッタ ー(Schmitter.P)の 概 念 定 義 は、 生 産 様 式 の 変化 に 関連 せ ず 、 一 般 的
な 政 治 体 系 の一 つ の類 型 と して コー ポ ラ テ ィズ ム を取 り扱 っ て い る 。 そ して 、彼 は コー ポ ラ テ
ィズ ム を 多 元 主義 の 必然 的崩 壊 か ら生 じる一 つ の代 案 と して提 示 して い る。
この よ う な定 義 は1979年 に至 っ て少 し変 わ る。 す な わ ち 、 利 益`代 表'体 系 とい う言 葉 の代
わ りに 、 利 益`調 整'体 系 とい う用 語 を使 うこ とに な る 。 シュ ミ ッ ター(Schmitter.P)は 、 こ





入れ、代表 という言葉の代わりに調整(intemlediation)と いう言葉を使 うことにした。調整と





(politicalshell)と いうレーニンの主張を前提 としてコーポラティズムを認識 した。彼は、国家
というものを国家の中で政治的利益が代表され、国家介入の形態が決められる制度集合体(a
complexofinstitutions)と して捉えた。このような政治形態 と国家介入の接合の様態から区別





共組合体系 を通 じて表出される政治的代表 と、彼 らに公式的な責任 をもつ組合や行政機関を通
じての国家介入の混合形態を意味する。つま り、議会主義国家 システムでの代表 と国家介入の




























混乱 な状況にあり、労働者らによる政党の組織や労働組合の結成を通 じて、その勢力 を強化さ
せ る局面という点を念頭に置かなければならない。ここで特に強調すべき部分は、労働組合の
力が使用者 と対等になるほど成長 しなければならないという点である。コーポラティズム体制












にも強力であり、社会民主党 という左派政党と密接な関係 を結び、社会民主党を通 じて自らの
階級的利害を貫徹 してきたし、現在 もそうである。そ して、オース トリアの最大労組である自
由労働総連盟が社民党系列であった。この自由労働総連盟は第2次 世界大戦前、すでに組織労













第二に、 コーポラティズムの社会経済的条件 として、労働者階級 と資本家階級問の階級協同
が成 り立たなければならない。このために政府は、中立的な調整者の役割を堅持すべ きである。
最も中心 となる労働者階級 と資本家階級が各々自律性 を確立 し、政府の仲裁を通 じて力の均衡
に基づいた組織的な協同を成すことを意味する。 このためには、すでに述べたように労働者勢




階級間の組織的協同が成 り立った例として、まず、スウェーデ ンは、1938年 に労働組合総連




る。特に、1950年 代中盤にLOに より推進された賃金連帯(wagesolidarity)政 策が受け入れら
れてから階級協同が本格化された。このように して、LOとSAFの 中央集中的協同と交渉に基づ




生活の最 も重要な事項を決定するが、同権委員会 に参加する各階級代表は自己分野を完全 に掌
握 している。すなわち、その主要な構成主体は経済会議所、労働総同盟、労働者会議所、農業










プ(Jessop.B)に よると、社会民主主義はコーポラティズムに最 も適 している社会基盤であ り、
これは独占資本主義国家の支配階層の最も強力な後押 しを保障するに根 ざす28)。
一般的に社会民主主義という言葉ほど多様な意味をもって使われる概念も珍 しいが29)、20世
紀政治発展の注 目すべ き現象 を見ると、革命的マルクシズムと改革的社会民主主義の決別であ
る。ベールンスタイン(EduardBemstein)は 、近代社会の 自由主義機関は変化と発展に対 し
て能動的に対処する能力があるから、これらを革命 としてではなく、選挙 という既存の政治メ
カニズムを通 じて一層発展 させ るべきであると主張 した3°)。言い換えれば、社会民主主義は決















皿.分 析枠 組 に よ るコーポ ラ テ ィズ ムの適 用可 能性 の分析
1.戦 後日本の労働運動とコーポラティズムの適用可能性




働三法の成立を契機 とした労働運動は、急激な組織化 を通 じてその勢力を強化する32}。これに
脅威を感 じた資本側では、進歩的経営者が指導権 を握 り、労使協調による経済復興 を唱える。




標榜することによって、左翼労働組合 との対立 ・紛争が激化 したが、資本側の全面的勝利に終
わる。その結果、日本の労働運動は、1950年 代以後組織率は、30%台 に低迷 し、左右の分裂も




資関係再編の結果、1960年 代には企業を単位とした`日 本的労使関係'が 成立 し、労働の階級
性は分断される34)。
1970年 代に至 って、日本の労働運動は春闘を通 じての左派労働運動勢力と国家 ・資本 との協
調体制の様相 を見せる。1975年1月 の同盟定期大会において`参 加経済体制の実現のために'
という報告書が提 出され、政策参加 と労働者重役制が検討されている。資本側 においても、
1973年 石油危機の後、労使一体 となって生産性を高める必要性から、経済同友会、 日経連、日
本生産本部等が労働の経営参加 を提唱している。こうした動きを反映 してか、1972年 か ら77年
の間に常設労使協議機関を持つ企業は、82.8%か ら70.8%に 増えている35)。
企業 レベルでの労使協議制の発展が直接コーポラティズムを意味するわけではないが、それ
は労働の体制内化 ・現実主義化 を物語るものであ り、労働が国家政策に参加するためのスプリ
ングボー ドとなることは事実である。とりわけ1975年 春闘で政策参加に意欲を持つ同盟 ・IMF-
JCが 保守連合との提携を強めた結果、コーポラティズムへの労働の動きは、一挙に加速するこ
とになった36)。
多 くの政府諮問機関の中で、コーポラティズムの観点か ら最 も注 目されるのが産業労働懇談
会(産 労懇)で あるが、1975年 春闘で、福田副総理が賃金抑制を労使に訴える場として産労懇








労働戦線の統一へ向けた労働の動 きもまた、労働の`コ ーポラティズム化'の 流れの中に位
置づけられる。労働戦線統一の契機 となったのも、やはり1975年 春闘であった。1960年 代後半
から左派労働運動を圧倒するかに見えた状況下では、`も はや総評が 『民間先行統一論』の攻勢
に苦悩 した時期は完全に過去'の ものとなったという楽観論 も生まれた。 しか し、状況は1975
年春闘で一変 し、民間先行統aが 再浮上する。労使協調路線が強まる中、1976年10月 、同盟、
中立労連、IMF-JC率 下の労働組合を中心とする政策推進労組会議(政 推会議)が 結成され、国
家政策への労働の影響力強化を目指すことになった391。こうした中、1978年1月 には同盟が、
民間先行による戦線統一、`労 働組合主義'、 国際 自由労連志向 という労働戦線統一のための三
つの原則4°)を発表する。これ らはいずれも左派主導による統一を確認するものであった。1978
年10月 、将来的な労働戦線統一への足掛か りとして、中立労連 と新産別によって結成された総
連合もまた、こうした同盟の民間先行案を支持した。
総評は、当初民間先行による戦線統一方式に反対であ り、労働団体の統一を主張していた。




1970年 代後半に始 まる左派主導の民間先行統一運動は、1980年 代に入って実を結ぶ。周知の
ように1982年 、41単 産、425万 人を結集 した全 日本民間労働組合協議会(全 民労協)が 生 まれ、
87年 には全民労協を母体に全 日本民間組合連合会(「 連合」)が 形成される。 さらに1989年 には




を通 じて間接的に支援 し、労働のコーポラティズム化 ・体制内化を促進することになった42)。
このように行政改革の旗のもとに国家 ・資本 ・労働が結集 した事態を見て、 日本におけるコ
ーポラティズムの登場 を説 く論者もいるが、果た してこれをもって日本におけるコーポラティ
ズム体制と言えるのであろうか。労働による政策参加がコーポラティズムを実現するためには、
彼 らが国家 ・資本と対等に交渉するだけの組織力をもつことが前提 となる。果たして日本の左
派労働はこうした組織力強化に成功 したのであろうか。 日本の場合は、労働が決 して国家 ・資
本と対等な関係 において改革に加わったわけではなく、あくまでジュニア ・パー トナーとして
参加を許 されたにすぎない。臨調の人員構成を見ると、労働の代表は、委員2名 、専門委員2


















の中立的な調整者役割の堅持が挙げられる。最 も中心 となる労働者階級 と資本家階級が各々自
律性を確立 し、政府の仲裁を通 じて力の均衡に基づいた組織的な協同を成すことを意味する。
しか し、政府は成長中心の経済政策の実施 と共に、労働者を統制 し、資本家を擁護してきた。
それによって、結局は労 ・資両側の自律性を阻害する結果をもた らした。日本労働者集団の自
律性が確保 される要件の中の一つ として労働組合の組織率が挙げ られるが、それを見ると、左
派労働の政策参加が活発した1975年 以降、組織率は低下の一途を辿っている。この傾向は1980
年代においても変わらず、1985年28.9%、1990年25。2%45)、1994年24.1%と なってお り、 さらに
連合は組織労働者の61.6%を カバー しているにす ぎない46)。確かに1975年 を境に総評の影響力
は減退 し、左派労働 は相対的に力 を得た。 しか し、労働全体 として見れば、その組織基盤 は






安は、1990年 代の半ばから急速に増大 している。2001年4-6月 のGDP成 長率はマイナス3.2%
(年率)と 発表された。失業率は5.5%を 上回り、まだまだ上昇す るもの と予測 されている。失
業 ・雇用不安増の主たる背景 として`日 本経済の長期不況'と`経 済のグローバル化'が ある




このような日本の資本主義の危機に対する財界 ・国家介入の方向は、 日本型新 自由主義49)に
ほかならない。日本における80年代 までの福祉国家見直しは、ケインズ主義の破綻や国家財政
の危機を主な理由として進められたが、90年 代にはそのうえに、多国籍企業相互の競争力をか
けた福祉国家の見直 しが加勢 してくるのである。例えば、日本の財界が80年 代には主に`財 政
再建のための改革'を 主張 し、90年 代にはそれに加えて`高 いコス ト構造の是正に向けた改革'
の大合唱に向かったことは、この変化を物語るものにほかならなかった。新自由主義的企業国
家はこの`高 コス ト構造の是正'を 担 う国家 として登場 したのである。
一方、現在進んでいる現政府の`構 造改革'・は、日本資本主義の危機に対する国家の介入形










者を潜在化 させ、失業率の上昇を抑制する。政府の規制緩和 ・撤廃を柱 とする失業 ・雇用対策
は、このような財界の雇用戦略にすっぽり組み込まれてきたものである5')。
繰 り返すが、コーポラティズム福祉 国家を目指す時、重要なのは労働者集団と資本家集団が
各々自律的代表性を確立 し、これに対 して政府は中立的 ・仲裁の立場に立たなければならない






















































に保守連合 との連携 を強めて行った背景の一つには、1970年 代前半の左派労働勢力の`巻 き返
し'と い う事情があった。総評が国民春闘路線によって保守連合との対決姿勢を強めてい くに
つれ、これへの対抗上左派は保守連合 との提携を強めていったのである。 しかし、労働内にお
ける権力闘争に一定の決着がつけられ、組織労働が連合のもとに統一された今 日、組織 労働は
労働 としての自己再確認を迫 られている541。組織労働が労働 としての利益を守るためには、従







むしろ民主党と結びつ き、御用組合として政府の政策に協力 している。このように連合が 目指
しているイデオロギーは社会民主主義ではないと言える。連合の指導部に対 して組合員は不満
があるところか、むしろ無気力化されている状態であるといってよいだろう。さらに、進歩政


































盤 とする労 ・資の間の階級協同が行われるべ きであ り、これに政府は厳正中立を堅持すべ きで
ある。日本は大規模の労働者階級の抵抗が存在する前には社会福祉の発展を期待 しにくいだろ
う。政府は、新 自由主義路線か ら迂回し労働者の権益を保護すべきであ り、積極的な国家介入
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れ て い た 。 また労 使 協 調 に よる生 産性 向上 を 目指 す`労 働 組 合 主rは 、左 派 に よる 階級 的 労働 運
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